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22022年9月期 決算サマリー

◆国内Re事業は引き続き高水準で推移、売上高85億円

為替影響もあり経常利益８億円、当期純利益５億円と過去最高達成

2023年9月期は売上高100億円を超える計画

早期の経常利益10億円達成と配当開始に向け、取り組みを強化

◆ 4つの事業の柱構築に向けた取り組み強化

◆2035年 売上高 1,000億円・経常利益 100億円規模へ向けて、

４つの事業領域でM＆Aを戦略的に取り組み

TOPICS

①リユース事業 ：サブスクモデルの投入による再成長

②リサイクル事業 ：法人回収の強化による成長の加速

③ソーシャルケア事業：黒字化と「環境×福祉連携モデル」による

成長の加速

④海外人材送出し事業：黒字化と職種・進出国の拡大よる成長の加速
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42022年9月期 決算ハイライト

◆国内Re事業が引き続き好調に推移し過去最高売上高 85.9億円
為替影響も加え経常利益・当期純利益ともに過去最高益となる

経常利益 8.4億円・当期純利益 5億円を達成

連結
単位：百万円

2022年9月
期

対2021年9月期

金額 ％

売上高 8,587 +837 110.8%

経常利益 842 +340 168.0%

売上高 7,352 +561 108.3%

経常利益 1,273 ▲ 71 94.7%

売上高 1,235 +276 128.8%

経常利益 ▲ 45 +24 -

ReNet全社

国内Re事業
リユース
リサイクル

ソーシャルケア

海外金融
HR事業
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3,817 4,086
5,075

6,790
7,352

2018年9期 2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期

国内Re事業：売上高

単位（百万円）

◆前期までの巣ごもり需要一巡も、引き続き高水準で推移

73.5億円と過去最高を達成

売上高：7,352百万円 前年同期比：108.3 %



6国内Re事業：経常利益

単位（百万円）

経常利益：1,273百万円 前年同期比：94.7 %

305 395

886

1,345 1,273

2018年9期 2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期

◆マーケティング投資増（+175百万円）があるも

引き続き高水準の12.7億円の経常利益を達成
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国内Re事業

2022年9月期 売上高の増減要因

単位（百万円）

海外金融・HR事業

7,750

8,587

◆リサイクル事業の好調に加えソーシャルケア、HRも伸張

為替効果も踏まえ過去最高を更新、今期の100億円超を視界に



82022年9月期 経常利益の増減要因

単位（百万円）

国内Re事業 海外金融
・HR事業

◆積極的なマーケティング施策継続も
ソーシャルケア・ＨＲ事業の収支改善と為替効果により過去最高益



92022年9月期 連結損益計算書

（百万円） 2021年9月期 2022年9月期 対前年同期差 対前年同期比

売上高 7,750 8,587 +837 +10.8%

売上総利益 5,684 6,230 +546 +9.6%

販売費及び一般管理費 5,165 5,729 +564 +10.9%

営業利益 518 500 ▲ 17 ▲3.4%

経常利益 501 842 +340 +68.0%

税金等調整前当期純利益 416 516 +99 +24.0%

法人税等 216 13 ▲ 203 ▲94.0%

親会社株主に帰属する
当期純利益

200 500 +300 +149.9%



10連結貸借対照表

2021年9月期 2022年9月期 対前期差

7,340 8,166 +8261,859 1,596 ▲ 263▲ 776 ▲ 374 +4011,104 1,499 +39412 8 ▲ 48,458 9,674 +1,2163,430 4,058 +6283,244 3,398 +1546,674 7,457 +7821,783 2,217 +4338,458 9,674 +1,21620.9% 22.8% +1.8%

繰延資産

(百万円)

流動資産内、現金及び預金内、貸倒引当金固定資産

自己資本比率

資産合計流動負債固定負債負債合計純資産合計負債・純資産合計

2021年9月期 2022年9月期 対前期差

7,340 8,166 +826

1,859 1,596 ▲ 263

▲ 776 ▲ 374 +401

1,104 1,449 +344

12 8 ▲ 4

8,458 9,624 +1,166

3,430 4,058 +628

3,244 3,348 +104

6,674 7,407 +732

1,783 2,217 +433

8,458 9,624 +1,166

20.9% 22.9% +2.0%

繰延資産

(百万円)

流動資産

内、現金及び預金

内、貸倒引当金

固定資産

自己資本比率

資産合計

流動負債

固定負債

負債合計

純資産合計

負債・純資産合計

2021年9月期 2022年9月期 対前期差

7,340 8,166 +8261,859 1,596 ▲ 263▲ 776 ▲ 374 +4011,104 1,449 +34412 8 ▲ 48,458 9,624 +1,1663,430 4,058 +6283,244 3,348 +1046,674 7,407 +7321,783 2,217 +4338,458 9,624 +1,16620.9% 22.9% +2.0%

繰延資産

(百万円)

流動資産内、現金及び預金内、貸倒引当金固定資産

自己資本比率

資産合計流動負債固定負債負債合計純資産合計負債・純資産合計
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2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期 1Q 2Q 3Q 4Q

107.92 105.80

111.92 115.02

122.39

136.68
144.81

為替影響とヘッジ状況推移

為替ヘッジ前
▲140百万円

（折れ線グラフ）
米ドル･円推移

(折れ線グラフ)
ネット為替影響(営業外)

▲24百万円

▲34百万円

22.9期
+296百万円

◆年初来の歴史的円安影響により利益増も、ヘッジ負担も増加
2023年9月に為替影響資産の財務対策(オフバランス化）を実施
今後の為替変動による収益インパクトから脱却

2023年9月期

オフバランス化



中期戦略
CHAPTER

03
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◆ 市場環境・景気変動・経済環境の変化に強い、

異なる「4つの事業の柱」とするグループへ

◆ また、グループとして
異なる事業間でのシナジーを発揮するモデルを目指す

「4つの事業の柱」

海
外
H
R

リ

ユ

ー

ス

リ

サ

イ

ク

ル

ソ
ー
シ
ャ
ル
ケ
ア

リネットジャパングループ

「環境・福祉連携モデル」を軸とした成長



14「４つの事業の柱」… 各々利益10億円以上を目指す

リユース

海外
HR事業

国内
Re事業

リサイクル

ソーシャルケア

海外人材送り出し

◆リユース・リサイクルの成長に加え、ソーシャルケア（障がい福祉事業）･

海外HR（海外人材送出し事業）を育成し、それぞれ利益10億円以上の

事業を目指す

13.5億円

経常利益
2023年9月期計画

20億円

今後（方針）

0+α億円 10億円

0+α億円 10億円
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海外HR

ソーシャルケア

リサイクル

リユース

中長期の成長イメージ

2035年売上1,000億へ

▼リユースの拡大

▼リサイクルの拡大

▼ソーシャルケア・
海外HRが軌道に

2023年

▼M＆Aの推進

2024年2022年

▼4つの事業の成長加速
配当の開始

株主還元の着実な拡大



16「経営理念」の実現に向けて

ビジネスを通じて“偉大な作品”を創る。

リネットジャパングループが目指すのは、「収益」と「社会性」の両立

本業のビジネスの中に社会課題解決モデルを組み込み
我々の事業成長が社会への貢献につながることを目指します

そんな、後世にも語り継がれる「偉大な作品」創りを経営理念として掲げています
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リユース・リサイクルの推進

就労機会の増加

経営理念の実現に向けた「環境・福祉連携モデル」

環境
資源リサイクル
書籍等リユース

福祉
障がい者
雇用創出
自立支援

【自立支援】

【住まいの提供】

障がい者

グループホーム

【資源の再活用】

• 都市鉱山の掘り起し

リサイクル事業

• 中古リユースの拡大

リユース事業



2023年9月期計画
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連結
単位：百万円

2023年
9月期

2022年9月期

金額 ％

売上高 10,500 8,587 122.3%

営業利益 600 500 120.0%

経常利益 600 842 71.3%

当期純利益 380 500 75.9%

売上高 9,000 7,352 122.4%

経常利益 1,350 1,273 106.0%

売上高 1,500 1,235 121.4%

経常利益 20 ▲ 41 -

2022年9月期計画主要値

◆国内Re事業の伸張を軸に海外事業はHR事業を拡大

売上高 105億円（前年比122.3%)を計画

利益で６億円クリアを目指す

海外金融
HR事業

ReNet全社

国内Re事業
リユース
リサイクル

ソーシャルケア
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5,075 
6,791 7,352 

9,272 

12,796 1,761 

959 
1,235 

1,730 

578 

242 
501 

842 
600 

1,022 674 

1,090 
1,113 1,550 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高 経常利益

20/9 21/9 22/9 23/9 24/9

海外金融・HR事業
国内Re事業
マーケティング投資
経常利益

2023年9月期計画

単位（百万円）

2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期 2023年9月期 202X年9月期

マーケティング
投資

為替影響
＋3億円

1,000

◆引き続きマーケティング投資の強化を前提
更に前年度の為替増益要因を控除した上で経常利益６億円を計画

着実な利益増により、今後の経常利益10億円クリアを目指す
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1,000

4,086
5,075

6,790
7,352

9,000

395

886

1,345 1,273 1,350

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高 経常利益

2019年9月期 2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期 2023年9月期

国内Re事業

国内Re事業1

国内Re事業セグメント： 2023年9月期計画

単位（百万円）

◆ 認知度向上に向けCMなどのマーケティング戦略投資を継続
◆ 新規施策も投入し売上は2ケタ成長を継続

売上高：9,000百万円 経常利益：1,350百万円

売上

経常利益



222023年9月期売上高計画

単位（百万円）

海外金融・HR
事業

10,500

8,587 国内Re事業

◆ 引き続きリサイクル事業の伸張に加え、
◆ ソーシャルケア、HRも拡大施策を実施
◆ 「4つの事業の柱」基盤構築と拡大に向けた年と位置づけ

※連結相殺含む

※



232023年9月期 経常利益計画（要因別）

単位（百万円）

国内Re事業 海外金融
・HR事業

◆引き続き積極的なマーケティング施策継続

為替要因を除いても各事業の伸張により経常利益６億円達成を計画

マーケティング

費用増



事業別戦略
CHAPTER

03
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26リユース：売上高 2022年9月期通期実績

単位（百万円）

◆書籍・ゲーム・音楽関連以外の取り組み商材も順調に拡大

2021年9月期に引き続き48.5億円と過去最高を更新

売上高： 4,846百万円 前年同期比： 100.9 %

3,475 3,491
3,913

4,802 4,846

2018年9期 2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期



27リユース：新サービスの提供開始

◆ NETOFFプレミアム会員向け新サービス「スーパー買取80」
を11月より提供開始

サービス概要

月額1,980円プレミアム会員に対し、
ネットオフ購入商品を購入価格の最大80％で買
取を実施
プレミアム会員は差引20％でお好きなゲーム・
コミック・本・DVD・CDなどがご利用いただ
ける大変おトクなサービスです。



２．リサイクル事業
CHAPTER

03



29リサイクル：売上高 2022年9月期通期実績

単位（百万円）

◆各種連携拡大とマーケティング投資等による

認知度向上も寄与し対前年比120％超成長、23.7億円と過去最高を更新

売上高： 2,370百万円 前年同期比： 121.0 %

342
595

1,161

1,959
2,370

2018年9期 2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期
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2019年9月期 2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期 2023年9月期

（計画）

リサイクル：回収申込件数

◆ 連携自治体の増加、マーケティング強化に加え、新たな提携施策を投入
◆ 申込件数を引き続き拡大

対2019年9月期
申込件数

2.3倍

対2019年9月期
申込件数

2.7倍



31リサイクル：自治体連携の拡大と強化

※11月1日現在606自治体

173 177 186 198 205
222 233 245

262

302

368

417

464
497

536

574
594

606

30.8% 31.1% 31.9%
33.6%

34.0%

38.3%
39.9%

41.8%
43.1%

45.4%

50.3%
51.9%

53.8%
56.0%

57.3%
61.0%

61.9%
63.2%

26.0%

31.0%

36.0%

41.0%

46.0%

51.0%

56.0%

61.0%

66.0%

150

250

350

450

550

650

750

提携自治体数

人口カバー率

◆提携自治体数は600※を超え、人口カバー率60％強・8,000万人を突破

◆東京都「レアメタル緊急回収プロジェクト促進事業」に採択

東京都と連携、法人向けパソコン回収事業に本格参入開始。
行政のイニシアチブにより、 都内約60万事務所・772万人が使用する
パソコン回収と再生資源の有効活用を促進

63.2％



32リサイクル：廃家電の総合回収プラットフォームへ

「資源の有効利用」「国内での資源循環」×「障がい者自立支援」

個 人

法 人

自治体α

・新聞広告
・CM

・自治体広報誌
・買替/引取回収
・リサイクル券

・環福連携
・企業雇用型モデル

・買替回収
・リースアップ

現在の主な取り組み領域

自治体提携メニューの拡大

・東京都プロジェクト
・SG大型家電回収

新たなドメイン戦略

障がい者雇用 x 生活支援(グループホーム)の展開

メーカー/小売
/リース会社

自治体

リネットジャパン
リサイクル

◆ 「小型家電×個人」から「大型家電・法人」まで領域を拡大



33リサイクル：東京都との法人パソコン回収事業

※11月1日現在606自治体



34リサイクル：新たな領域への展開

◆SG ホールディングスグループ(SGムービング)との提携により

使用済大型家具家電の回収プラットフォームを共同で開設

◆高まる「資源の有効利用」「国内での資源循環」に向け、取り扱い品目と

サービス体制を拡充

当社の従来ドメイン

新たな取り組み

当社の回収申込
プラットフォーム

回収スキームイメージ
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◆大手メーカー・小売業者との提携拡大を通じ回収ネットワークを拡大

メーカー・小売業者経由の申込件数は前年比で202.8％増

リサイクル：大手メーカー・小売業者との連携

提携先：大手メーカー・小売業者

• アイリスプラザ
（アイリスオーヤマ公式通販）

• Apple
• Amazon
• エレクトロラックス
• エディオン
• コジマ
• Joshin
• タカラトミー
• ビックカメラ
• 楽天
• ヨドバシカメラ

1Q 2Q 3Q 4Q

2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期



36リサイクル：マーケティング投資

単位（百万円）

4,087

5,075

6,791
7,352

9,272

478

419

958

1,133

1,551

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期 2023年9期

売上高(Re)

マーケティング費用(Re)

顧客のマインドシェアを高め、部屋の片づけや引越し等のパソコン処分時に
リネットジャパンを想起して貰えるよう今後も継続的に実施予定

◆ 積極的なマーケティング投資の継続実施を計画
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◆パソコン等の手解体作業に知的障がいの方を積極的に雇用

• 集中力が高い特性を活かした活躍できる現場
• 一般就労雇用推進から就労継続B型での就労拡大により雇用人数の大
幅な拡大を計画

◆回収量拡大が障がい者雇用の拡大につながるモデルを目指す

弊社スマイルファクトリー（名古屋）での
知的障がい者の方の作業風景

令和２年度
愛知県障がい者雇用優良企業として表彰

リサイクル×ソーシャルケア＝環境と福祉の連携



３．ソーシャルケア事業
CHAPTER

03



39リサイクル×ソーシャルケア：障がい福祉サービスの拡大

◆ 国内障がい者総数は900万人以上(人口の7％以上)

◆ うち知的障がい者108万人の90％近くが未だ在宅に留まる

◆ 障がい福祉サービスの総費用額は増加傾向にあり既に３兆円規模※に達す
ると推定 ※当社推定

2022 2013 2014 2015 2016 207 2018

在宅・施設別障がい者 障がい福祉サービス
総費用推移身体

436万人
知的

108万人
精神

392万人

在宅
428万人

98％

在宅

96
万人

89％

在宅
361万人

92％

資料提供：アニスピホールディングス株式会社

億円



40リサイクル×ソーシャルケア：「環福連携」の基本軸

リサイクル事業 ソーシャルケア事業

障がいの
ある方

環境と福祉が連携した、包括的な自立支援の提供

住まい雇用

収益×社会性の両立

スマイル
ファクトリー

就労支援・
グループホーム

リサイクルの拡大

＝就労機会の拡大

グループホーム
の運営拡大

＝障がい者自立支援

拡大



４．海外金融・HR事業
CHAPTER

03



42海外金融・HR事業：売上高

単位（百万円）

◆カンボジア車両販売事業は新規営業凍結から撤退へ
海外人材送り出し(HR事業)再開により事業ポートフォリオを再構築

売上高： 1,235百万円 前年同期比： 128.8 %

718

4,482

1,760
959 1,235

2018年9期 2019年9期 2020年9期 2021年9期 2022年9期



43戦略的事業ポートフォリオの再構築 （貸借対照表から）

全社連結 ﾏｲｸﾛﾌｧｲﾅﾝｽ事業

単位
（百万円）

◆ BS消費型の海外金融事業を見直し「４つの事業の柱」へ経営資源を投下

除く
ﾏｲｸﾛﾌｧｲﾅﾝｽ事業

内訳は一部連結調整前数値を含む

▲27％圧縮

為替影響による
円建資産増

+10億円

海外
金融
関連

2020年9末 2021年9末 2022年9末 2020年9末 2021年9末 2022年9末 2020年9末 2021年9末 2022年9末



44事業ポートフォリオの再構築（貸借対照表）

2020年9月末 2022年9月末

資産 負債/資本

マイクロ
ファイナンス

貸付

海外割賦・
リース債権
車両販売関連等

国内売上債権
棚卸資産等

現預金

その他負債

有利子負債

除く
マイクロ
ファイナンス借入

資本

マイクロ
ファイナンス

借入※

◆為替影響により海外資産増あるがBS改善は着実に進捗

2021年9月末

国内
買入債務等

資産 負債/資本 資産 負債/資本

※マイクロファイナンス借入は親会社の信用・保証等を用いない現地単独借入が基本

固定資産

▲17億円

▲9億円

+7億円

+13億円

有利子負債圧縮

有利子負債圧縮

マイクロファイナンス資産増
(内 +11億円円安影響）

マイクロファイナンス資産増
(内 +XX億円円安影響）

単位
（百万円）
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32.5 31.8
31.1 29.9

27.1

23.1

19.1

14.2

11.4

8.9
7.4

3.8

13.3 
12.4 

10.5 
8.8 

5.6 
4.4 

2.9 2.4 
0.7 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

債権残高 貸倒引当金

2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期

海外金融事業：カンボジア車両販売事業

単位（百万米ドル）

◆ カンボジア車両販売事業の不良債権圧縮は過去2年で大きく進展

◆ 不良債権対応からは、おおむねエクジット

9割削減(回収+財務処理)



46事業ポートフォリオの再構築（カンボジア車両販売事業）

※減損による連結損益影響は追加事業整理損を除きほぼなし

◆ カンボジア車両販売事業からは新規凍結→正式撤退を決定

◆ 財務再建の為にDES方式による同事業向け債権を資本転換(+減損)※

◆ 子会社BS改善により当面、新規事業(広告・オークション）での再生を検討

車両販売事業
対顧債権額

(＄百万)

対カンボジア向け
親子ローン残高

(億円)

内・貸倒
引当金

資本転換

内・貸倒
引当金
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◆ 今後、日本では20年間で生産人口が約1,400万人減少する見通し※1

◆ その対策として、外国人労働者が約674万人必要との試算※2

※1 出処：総務省「国勢調査」「人口推計（各年10月1日現在）」・国立社会保障・人口問題研究所

※2 出処：JICA緒方貞子平和開発研究所「2022年調査研究結果（2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた調査研究）」

海外HR事業：今後の成長事業として重点投資へ

0.68 0.72
0.79

0.91

1.08

1.28

1.46

1.66
1.72 1.73

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

技能実習 その他

66.9 

71.6 
75.8 

78.9 
82.5 

86.1 87.3 86.4 
84.4 

81.7 

77.3 
74.1 

71.7 
68.8 

64.9 

59.8 

55.8 
52.8 

50.3 
47.9 

45.3 
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2
0
6
0

2
0
6
5

国内生産人口推移と予測

単位（百万人）
単位（百万人）

出処：総務省「国勢調査」「人口推計（各年10月1日現在）」・国立社会保障・人口問題研究所 出処：厚生労働省外国人雇用状況

▲1,400万人

在留外国人労働者数推移



48海外HR事業：入国者の状況と計画

9 17 19 26
42 43 43

81 81 81 81 81 81

154

195

16 12 7
33 32

39 44
61

28
43

63 70 74 83

83

115

16 21 24

52 58

81 87
104 109

124
144 151 155

164

237

310

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

面接済

入国済

◆2022年4月から入国制限解除・再開。ポストコロナへ需要は急拡大

◆“ポストベトナム”への着眼から仏教国・日本での就業意欲高い

カンボジア実習生に注目が集まりバックオーダー拡大中
◆今後も多様な業種での就業者確保・強い受入ニーズを予想

2019年9月期 2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期

2023年9期は

300名+αの
新規入国を計画

2023年9月期
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◆ コロナ禍の入国制限を脱し、成長市場として急拡大を展望

◆今後は、多くの人数を期待できる「人口の多い国」（インドネシア等）、

「求人数の多い職種」（食品加工等）に事業領域を広げ、そのための戦略

的投資をしていく方針

海外HR事業： 事業領域の拡大に向けて

職種別技能実習計画認定件数（構成比）
出処：2020年外国人技能実習機構



財務戦略と株主還元に向けて
CHAPTER

04
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0

10000000

20000000

30000000

40000000

50000000

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2021.9 2022.9 3Q 2022.9 4Q 2023.9 2024.9

国内借入(百万円) マイクロファイナンス借入（ドル）

◆ カンボジア不良債権圧縮に並行し有利子負債の大幅圧縮実現

◆ 借入残高圧縮により今後の資金調達余力を高め、成長戦略への重点投資

へ振り向ける

有利子負債のリバランス～成長投資に向けて

既存国内借入残高見込

百万円 百万ドル

マイクロファイナンス借入は未定
※親会社ノンリコース借入

50

40

30

20

10

成長投資への
資金調達余力拡大



52有利子負債のリバランス～戦略投資資金

今後の機動的な戦略投資資金の獲得に向け
3メガバンク中心にコミットメント借入枠(※)8億円を設定

※ 予め設定した融資枠金額・期間の範囲内で、借入人の請求に基づき、 金融機関からの短期融資の実行を約束（コミット）する契約



53株主還元の実現に向けて： 資本改善への取組み

◆ カンボジア対策により毀損したバランスシート改善に目途を着け、
成長戦略投資とともに資本(利益剰余金）回復を目指す

◆ 2023年9月期の配当開始に向けて利益拡大と財務戦略を継続

2022年12月開催予定の
定時株主総会提案事項

上記計画は連結上の計画を示すものであり、実際の配当等実施には単体会社利益剰余金の対応が必要となります。

※

連結利益剰余金
のプラス転換

資
本
金

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金



APPENDIX



552022年9月期 通期事業トピックス

2021年11月 リサイクル Amazonで小型家電リサイクルの取り扱い開始

2022年1月 リサイクル 全国自治体との連携数500を突破

2022年4月 海外HR カンボジア技能実習生の入国再開

2022年6月 リサイクル
家電メーカー初、エレクトロラックスと使用済小型家電回収サービ
スの業務提携開始

2022年7月 リサイクル アイリスオーヤマと下取り回収スキームの業務提携開始

2022年8月 リサイクル SGムービングと大型家電回収業務提携開始

2022年10月 リサイクル 全国自治体との連携数600・人口換算8,000万人を突破

2022年10月 リユース 中古本・ゲームソフト等の予約注文新サービス開始

2022年10月 リサイクル 東京都「レアメタル緊急回収プロジェクト」に採択

2022年10月 リサイクル SGﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟと共同で大型家電リサイクルサービスを開始

2022年11月 リユース ネットオフプレミアム会員向け新サービス「スーパー買取80」開始
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137 
158 

178 192 207 223 
242 258 

276 
303 

344 

391 

446 

2010年

9月末

2011年

9月末

2012年

9月末

2013年

9月末

2014年

9月末

2015年

9月末

2016年

9月末

2017年

9月末

2018年

9月末

2019年

9月末

2020年

9月末

2021年

9月末

2022年

9月末

リユース：リユース市場環境と当社の強み

◆ リユース市場は2025年に3.5兆円規模に拡大の予測

◆ NETOFF会員数は450万人を突破、在庫回転数も高水準を維持

◆ 顧客基盤と当社の強みである高生産性を活かした新たな事業モデルへ

※出処： リサイクル通信「中古市場データブック2022」より当社作成

12,590 

16,517 

24,169 

26,988 

30,000 

35,000 
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2011年2012年2013年2014年2015年2016年2017年2018年2019年2020年2021年2022年 2025年

リユース市場規模の推移と予測

2021年リユース市場
前年度比11.7%増

単位：億円

25.3
23.3

21.9

27.1

34.0 33.3
30.5

2016年

９月末

2017年

９月末

2018年

９月末

2019年

９月末

2020年

９月末

2021年

９月末

2022年

9月末

◆NETOFF 会員数推移 (万人)

11月時点会員数450万人

高水準回転数を維持

◆年間在庫回転数（金額ベース）
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1,068
1,185

1,415 1,406
1,562

1,722
1,823

1,681 1,752 1,824 1,898 1,876

927

416

217 199

263

233
228

234
249

278

361 346
1,995

1,602 1,632 1,605

1,825

1,956
2,051

1,915
2,002

2,102

2,259 2,222

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

海外金融・HR事業

国内Re事業

2022年9月期4半期別 売上高推移

単位（百万円）

売上高： 8,587百万円 前年比： 110.8 %

2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期
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105

9 ▲10

▲135

55

▲121
▲75

72

▲25 ▲48
23 8

122

166

342

258

333
389

315

308

294
329

338
313

60

▲31 ▲51

▲4

▲67

41

▲1

▲6

41

116

138

2

▲156
▲166

▲158

▲109

▲170

▲145

▲152 ▲273 ▲163 ▲186

▲167 ▲169

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

共通経費

為替影響

国内Re事業

海外金融・HR事業

2022年9月期四半期別 経常利益推移

単位（百万円）

経常利益： 842百万円 前年比： 168.0 %

2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期



59連結特別損失について

項目 金額(百万円) 備考

カンボジア車両販売事業
撤退に伴う整理損

１９５
車両販売事業撤退に伴い残余資産の減損処理等
を実施しております。

カンボジアリース事業に
係る減損

３１
子会社(Mobility Finance Corporation）について過年度
からの新規事業凍結に伴い買収時のれんの減損
処理を実施しております。

東京拠点(支社)再編に伴
う資産処理等

４７
現東京支社・渋谷オフィスの退去と移転に係る
費用を一括で処理しております。

その他 ３１

国内子会社の清算(リネットジャパンHR株式会社)と新
設会社への業務移行(リネットジャパングローバルスタッ

フ株式会社）に伴う整理損、その他を計上しており
ます。

◆ カンボジア車両販売事業の撤退に伴う整理損を中心に2022年９月期では
以下の項目を特別損失として計上

単体の特別損失計上については、別途、適時開示において開示を致しております



60主要な経営指標等の推移

2018年9月期 2019年9月期 2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期

売上高
(百万円)

4,535 8,569 6,836 7,750 8,587

営業利益
(百万円)

8 429 214 518 500

経常利益
(百万円)

48 386 241 501 842

当期純利益
(百万円)

23 247 ▲1,602 200 500

総資産
(百万円)

4,646 7,621 9,500 8,458 9,624

純資産
(百万円)

928 2,579 1,691 1,783 2,217

自己資本比率
(％)

19.9 33.8 15.7 20.9 22.9
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当資料は、リネットジャパングループ株式会社が作成したものであり内容に関する一切の権利は当社に帰属して
います。複写及び無断転載はご遠慮下さい。当資料は当社が現在発行している、また将来発行する株式や債券等
の保有を推奨することを目的に作成したものではありません。また、当資料は当社が信頼できると判断した情報
を参考に作成していますが当社がその正確性を保証するものではなく、事業計画数値に関しても今後変更される
可能性があることをご了解下さい。

IRに関するお問い合わせ

リネットジャパングループ株式会社
管理本部 IR担当 e-mail：ir@renet.jp


